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(7) 設備指導グループ（技術管理課）
事　　務　　執　　行　　概　　要

　　事業管理室事業企画課においては、都市整備部の事業を効率的かつ適正に遂行するため、部全体の施策推進や予算編成等に関する総合的な調整を行うと共に、平成29年台風第21号による公共土木施設被害への対応や、南海トラフ地震対策に関する要望活動や防災訓練の実施、市町村や大学等と連携した効率的効果的な維持管理の推進に努めた。

技術管理課においては、引き続き、入札契約制度の改善に係る取組や契約事務の指導、技術指導、建設事業全般にわたるＩＴ化の推進等を行うとともに、今年度、新たに発足した技術力強化グループにおいては、職員の公務能率や資質の向上に資する部内研修の実施や、個別プロジェクトを着実に進めるプロジェクトマネジメントの定着に努めた。

予　算　執　行

　　予算の執行にあたっては、地方自治法及び大阪府財務規則その他の関係法令を遵守し、　行政効果の向上に常に留意しつつ、下記のとおり適正かつ効率的な予算執行に努めた。

(ｱ)　歳　　　　入

　　当該年度の歳入額は、一般会計9億197万6,115円であり、その内容は次のとおりである。

一般会計

	科　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　考

	災害復旧費

国庫補助金
	円

835,202,000　
	  92.7
	

	都市整備費

国庫委託金
	330,155
	  0.0
	・水害統計調査委託業務

	財産貸付収入
	1,863,821
	  0.2
	・発明実施（許諾）契約に基づく実施料

	都市整備費

寄附金
	545,967
	　0.0
	

	雑　　　入
	64,034,172　
	  7.1
	・都市整備行政情報システム使用負担金

 等

	合　　計
	901,976,115　
	100.0
	


(ｲ)　歳　　　　出

　　当該年度の歳出額は、一般会計5億487万5,629円、特別会計10万3,896円であり、その内容は次のとおりである。

一般会計

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　考

	都市整備総務費
	円

473,574,402
	％

93.8　
	・建設ＣＡＬＳシステムに係る運用

保守業務 等

	公共建築費
	  167,715
	0.0  
	・公共事業労務費調査

	建築指導費
	  4,303,800
	0.9  
	・許認可システムに係る運用保守業務　　　　等

	森林環境整備費
	  780,002
	0.1  
	・土木積算システムに係る運用保守

業務 等

	土地改良費
	125,786
	0.0　
	・公共事業労務費調査

	森林整備保全費
	1,365,020  
	0.3　
	・土木積算システムに係る運用保守

業務 等

	河川砂防費
	7,184,628
	1.4
	・水防管理団体補助金 等

	道路橋りょう費
	15,892,244
	3.2  
	・建設資材価格等調査

	タウン推進費
	1,403,332
	0.3  
	・土木積算システムに係る運用保守

業務 等

	防災総務費
	78,700
	0.0  
	・事務執行に必要な旅費等の事務費

	合　　　計
	504,875,629
	100.0　
	


箕面北部丘陵整備事業特別会計

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　考

	土地区画整理事業費
	円

103,896　
	％

100.0
	

	合　　　　計
	103,896　
	100.0
	


(1)　総務的事項
室の人事管理や、予算執行、一般庶務、職員の衛生管理に関する事項等については、都市整備総務課総務・企画グループ（総務）が兼務しており、これらの事項について、適正な執行に努めるとともに、都市整備行政の円滑な推進を図るための部内外の連絡調整に努めた。

　
　ア．人　事　管　理

　　　服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として、誠実かつ公正に職務の遂行を期すとともに、職場の明朗化と事務処理の能率化に努めた。

　イ．職員の衛生管理

　　　常に職場環境の整備改善をはかり課員の健康保持、疾病予防に努めた。

　　　

ウ．その他

主たる物品の購入状況

　　　　　　該　当　　なし

(2)　総合調整グループ（事業企画課）
1． 部所管事業の総合調整（他課分掌のものを除く）

部全体の施策や予算編成等に関して、部内の総合的な調整を行った。特に平成29年度は、以下の業務に関する調整等を行った。
①　部局運営方針及び府政運営の基本方針の策定に関する調整

部が遂行する戦略目標や具体的な成果指標を明記した都市整備部の部局運営方針を策定し、その進捗管理を行った。

また、平成30年度の府の政策課題や予算編成などの基本方針を明らかにする「府政運営の基本方針（2018）」の策定にあたり、部内外の調整を行った。

②　部の予算編成方針に関する調整

　　平成29年度補正予算及び平成30年度当初予算の編成方針を決定するにあたり、部内外の調整を行った。
　　③　国直轄事業に係る調整

　　　　国直轄事業計画及び負担金について、部内及び近畿地方整備局と協議調整を行った。　

　　④　他部局と関連する事業の推進等に係る調整

　　　　彩都にかかる関連公共事業や密集市街地対策など他部局と関連する事業について、部内や関係機関との協議調整を行った。

　　⑤　大都市制度に係る調整

　　大阪にふさわしい大都市制度の実現にむけ、都市インフラ全般における課題・問題点に関する協議調整を行うとともに、先行的に取組みを始めた広域的な新規・拡充事業（先行的広域事業）に関する調整を行った。

　イ．部所管事業の執行の管理

　　①　部所管事業の円滑な推進

各室課及び事務所と相互に緊密な連携を図り、予算執行状況を適宜把握するなど、事業の円滑な推進に努め、繰越の縮減に努めた。

②　建設事業評価の推進

　　　　大阪府建設事業評価委員会における、部所管事業5件の審議案件（事前評価1件、再（再々）評価4件）について関係部局及び部内各室課と調整して、円滑な委員会審議を図った。また、内部評価案件23件（事前評価4件、再評価14件、事後評価5件）についても、関係部局及び部内各室課と調整し結果を公表した。
ウ．学会・国際交流等に関する業務
　①　土木学会の活動に係る調整

　　土木学会において実施している土木工学の進歩と発展のため調査研究結果や新技術の部内への普及、講習会・研究会・研修会等の活動についての参加調整を行った。

②　海外技術協力事業に関する調整
アジア諸国に日本や大阪府の技術力をPRすることを目的として、公益社団法人大阪府国際交流財団などの国際協力機関等からの要請に基づき2地域30名の研修生を受入れ、本府の有する先進的な技術の紹介を行った。
　エ．各種会議、意見交換会の開催
　　事業連絡調整会議の開催

　　　　近畿地方整備局・大阪府・大阪市等の関係機関が同整備局管内の事業について相互の連絡調整を図る「近畿地方整備局・大阪府・大阪市意見交換会」を開催した。

　　　　また、兵庫県・大阪府の関係機関が、府県間にまたがる課題や相互の事業について連絡調整を図る「兵庫県・大阪府　事業連絡調整会議」を開催した。

(3)　防災・維持グループ(事業企画課)
　ア．地震・津波に関すること 

　　　平成27年3月に見直した「大阪府都市整備部地震防災アクションプログラム」に基づき、防潮堤の津波浸水対策や水門の耐震化、広域緊急交通路等の通行機能確保、後方支援活動拠点の整備充実と広域避難地の確保などの対象事業について、関係各課への指導・助言を行った。

また、南海トラフ地震対策の予算確保や新たな財政支援措置等を国に訴えるため、「南海トラフ地震等に対する緊急防災対策促進大会」を開催、併せて要望活動を実施した。

さらに、南海トラフ巨大地震の被害を想定した地震災害対策訓練を実施し、水門や鉄扉等の閉鎖訓練を実施した。

イ．水防に関すること

水防法の規定による、洪水、津波又は高潮による水災を警戒し、防御し、及びこれによる被害を軽減し、もって公共の安全を保持するため、「大阪府水防計画」を更新した。

この計画に基づいて、各種水防情報の提供、水害時に備え各種訓練を実施、水防管理団体への助成、水防施設及び資器材の整備拡充を行った。

ウ．災害復旧事業に関すること

　　　平成29年度に発生した公共土木施設災害について、府及び市町村の災害復旧事業の実施及びとりまとめを行った。

　

	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	水防対策費


	災害に備え、水防災情報システム及び防災テレメータ観測局の維持管理を行うとともに、水防倉庫の修理や必要な資器材を補充した。
	3,481,440

　
	水防法

	水防管理団体

補助金


	災害を防止し、被害を最小限にするため、淀川右岸水防事務組合外2団体に対して、施設等に要する経費の一部を補助した。
	3,516,000


	水防法


エ．効率的効果的な維持管理の推進
　　　大阪府都市基盤施設維持管理技術審議会において、橋梁の更新の判定、異常気象時通行規制基準等の見直し及び道路付属物（照明灯・標識）の維持管理・更新のあり方について平成27年12月に審議会において諮問を行い、平成28年3月から平成29年11月までの計6回の道路・橋梁等部会において検討を行った。平成29年3月の審議会において中間報告を行った上で、平成29年11月の審議会において橋梁の更新の判定及び道路付属物（照明灯・標識）の維持管理・更新のあり方について答申を受けた。
　　

　　　平成26年度に各土木事務所単位で設立した「地域維持管理連携プラットフォーム」を活用して、府、市町村及び大学等と連携し、維持管理に関する情報やノウハウの共有を図るとともに、橋梁点検や街路樹診断手法などの研修会を２５回開催した。

　　　また、府内市町村の土木技術者不足や施設点検業務の経験不足などの課題に対処するため、公益財団法人大阪府都市整備推進センターを活用し、複数の市町村の橋梁点検を一括発注する仕組みを構築し、平成29年度は23市町の1534橋で点検業務を実施した。

都市基盤施設の点検・診断結果・補修履歴データ等を蓄積し、一元的に管理すること

により各施設の劣化予測や補修対策の検討を行うため、大阪府都市基盤施設維持管理データベースシステムの構築業務を進めた。

　市町村管理施設を含む府内の都市基盤施設が抱える各種技術的課題の解決や人材の育成等を図るため、近隣の8大学と包括連携協定を締結しており、これら大学との円滑な連携を図るため、事業管理室内に大学連携デスクを設置し、大学連携ニーズの集約、調整等を実施した。

アドプト・プログラムについて、府民・企業のニーズの多様化等を背景に「大阪府アドプト・プログラムのあり方懇話会」等を通じて今後のあり方について検討を行った。

(4)　技術力強化グループ（技術管理課）

ア．部局研修
部職員の公務能率の向上と職員の資質を高めるため職員研修規程に定められている部局研修として企画・実施した。

　　① 一般研修
都市整備行政に関する共通分野に関する知識、能力を習得させるための研修を次表のとおり行った。

	研　　　　修　　　　名
	対象者
	参加人員
	延日数

	技術系新規採用職員研修
	新規採用職員
	42
	6

	計
	
	42
	6


　　② 技術研修
　　　都市整備行政に関する分野のうち技術職員を対象とした基礎的かつ実務的知識、能力を習得させるための研修を次表のとおり行った。

更に若手・中堅職員の技術力向上のため、出前研修や技術系専門研修などを実施し、現場技術力の伝承に努めた。

	研　　　　修　　　　名
	対象者
	参加人員
	延日数

	技術系専門研修等
	都市整備部技術職員
	2,451
	73

	出前研修
	都市整備部技術職員
	30

	1


	計
	
	2,481
	74




③ 討論研修
　　　多様化する行政ニーズに対する説明力、交渉能力を養うとともに職員自ら発想し議論するための研修を次表のとおり行った。

	研　　　　修　　　　名
	対象者
	参加人員
	延日数

	討論形式研修
	都市整備部職員
	299
	44

	改革提言発表会研修
	都市整備部職員
	94
	1

	改革提言発表会研修（中間発表）
	都市整備部職員
	84
	1

	計
	
	477
	46


　　④ 派遣研修
　　　・長期派遣研修

都市整備行政の専門的・実務的知識を系統的かつ集中的に習得させ、職務能率の向上に資するために次表のとおり派遣した。

	研　　　　修　　　　名
	研修科目数
	参加人数

	国土交通省　国土交通大学校等
	17
	18

	計
	17
	18


　

　  ・短期派遣研修

技術革新に対応する新しい知識・技術を習得させるため、近畿地方整備局・各学会・協会等の主催する研修会等へ都市整備部技術職員を派遣した。

	派　　遣　　件　　数
	37件

	派　　遣　　人　　数
	54人


イ．技術職員の人材育成

平成29年度に策定した「技術職員人材育成プラン（案）」に基づき、若手職員・中堅職員を対象に、部局研修の実施・スキルマップ・履歴管理システム・受講計画表の活用を実施した。

ウ．施工管理
工事の施工管理については、土木工事共通仕様書及び土木請負工事必携の充実を図るとともに、ダンプ・トラック過積載防止対策現場点検や施工体制点検の実施などを通じて、関係法令順守の啓発・指導に努めた。

エ．安全管理
工事の安全管理については、過去10年に発生した事故事例を分析し、「建設現場における安全点検チェックリスト」の策定を行うとともに、大阪労働局や建設業労働災害防止協会と工事の安全管理について、意見交換を行った。また、各予算執行機関の安全パトロールに立会う等、工事の安全性の確保と施工技術の向上並びに災害防止の啓発と指導に努めた。

オ．優良建設工事等の表彰

都市整備部が発注した工事について、安全管理や地元調整に配慮し、創意工夫を凝らして施工を行った工事を表彰することにより、業者の励みとするとともに、良質な公共施設の構築を促進するため、優良建設工事等表彰制度を平成12年１月に創設した。

また、平成19年度より優れた技術力を発揮した測量・建設コンサルタント等業務についても表彰の対象とした。

平成29年度は、平成28年度に完了した建設工事976件、測量・建設コンサルタント等業務769件の内、建設工事2件、測量・建設コンサルタント等業務1件、の表彰を行った。

カ．建設リサイクルの推進
　 建設リサイクルの一層の促進のため、「大阪府建設リサイクル推進協議会」を通じて、発注5部局（都市整備部、環境農林水産部、住宅まちづくり部、教育庁、警察本部）及び府内市町村に対し、建設リサイクル法や再資源化に係る説明会を実施した。

キ．プロジェクトマネジメントの定着
部所管事業の着実な推進を図るため、本庁各室・課や出先事務所に対し、研修や会議を通じて、マネジメントプランの作成を促し、各プロジェクトの課題や方針、リスク管理、役割分担など情報共有を図るとともに、庁内関係者による検討体制、役割分担を明確にするプロジェクトマネジメントの取組の定着に努めた。

 (5)　技術情報グループ（技術管理課）
ア．都市整備行政情報システム
　　昭和59年度より稼動している土木積算システムについては、引き続き積算基準の改訂に伴う施工単価の作成・更新、労務・資材単価の更新等のシステムの維持管理を行った。

平成2年度より稼動している土木許認可事務管理システムについては、機器のリプレイスを行うとともに、システムの維持管理および運用管理を行った。

イ．建設ＣＡＬＳシステム
IT・業務改革課とともに公共事業発注部局の一層の業務の効率化・迅速化を図るため、従来紙ベースで交換されていた公共事業に関わる情報を電子化し、統合型情報データベースを構築することにより、関係者間で共有連携できる建設ＣＡＬＳシステムの開発に取り組み、平成19年度に完了、平成20年度から全面運用を開始している。

平成29年度はシステムの維持管理および運用管理を行うとともに、各サブシステムの機能改良やシステムのデータ登録等を行った。

ウ．システム操作研修説明会の実施
システム改修と運用保守管理に並行して、一般職員向けにシステム運用と操作に関する説明会と研修を実施した。

	研　　　　修　　　　名
	参加人員
	延日数

	建設ＣＡＬＳ研修　第１回　（対象：都市整備部職員）
	118
	4

	建設ＣＡＬＳ研修　第２回　（対象：都市整備部職員）
	62
	4

	建設ＣＡＬＳ研修　第３回　（対象：都市整備部職員）
	27
	3

	土木積算システム研修　（対象：都市整備部職員）
	38
	2


エ．建設工事積算基準の改訂

建設工事の積算歩掛りについて、国が策定した積算基準等を各事業課の協力を得て検討し、さらに、設計単価を適正に算出するため、国が行う「公共事業労務費調査」に協力するとともに、建設資材価格、メーカー販売価格の調査を実施して、土木工事及び電気機械等設備工事の積算基準（単価、歩掛り）等を改訂した。

また、歩掛り等の検討資料として国が行う「施工形態動向調査」に協力した。

オ．設計図書に関する情報公開事務
設計図書に関する情報公開請求182件の公開手続きを行った。

 (6)　 契約管理グループ（技術管理課）
　　契約管理グループでは、本庁各室・課及び出先事務所において発注する建設工事等に係る入札及び契約事務について、全般的な調整を行うとともに、入札・契約手続きにおける透明性・客観性、競争性の向上を図るため、入札・契約制度の改善に努めた。

　ア．適正な入札執行の確保
①　都市整備部入札参加資格等審査会に係る事務

　都市整備部入札参加資格等審査会事務局として、一般競争入札における入札参加に必要な資格の審査等に関する事務を行った。その処理件数は100件であった。

②　低入札価格調査委員会に係る事務

部が発注する建設工事の入札の適正を期すため、契約内容に適合した履行がなされないおそれがあるかどうかについて調査及び審査を行うための機関として設置している低入札価格調査委員会に係る事務を行い、適正な入札の確保に努めている。

1． 入札・契約制度の改善

多様な入札方式の実施
①　実績申告型の拡大

部が発注する建設工事等の入札参加資格に施工実績や優良な工事成績等の実績評価　基準を設け、一定の基準を満たす者により価格競争で落札候補者を決定する入札方式である条件付一般競争入札（実績申告型）を、建設工事等の一部において試行実施した。平成29年度は、適用範囲を土木Ｃ等級の全て及び舗装工事の予定価格3500万円以上～24億7000万円未満の範囲に拡大した。なお、試行件数は、建設工事76件、測量・建設コンサルタント業務99件であった。

　　

②　建設コンサルタント業務における公募型プロポーザル方式の実施

　　　　通常の技術基準では、仕様を完全に確定させることが困難であり、当該仕様部分　を業者から提案を求める案件について実施することとした。

　　　　当方式を実施するにあたっては、事業者及び発注者の事務軽減を図るため、一次選定で履行体制を審査し、上位三者のみに二次選定として提案を求める二段階選抜方式を採用した。なお、平成29年度の実施件数は6件であった。

(7)　設備指導グループ（技術管理課）

　ア．事業調整（設備）
　　　各課（室）及び各事務所の設備担当部署と相互に緊密な連携を図り、計画策定から完成までの事業進捗状況を把握しつつ調整を行い、事業の円滑な推進に努めた。

イ．入札・契約制度の改善（設備）

設備にかかる入札契約制度について、整備拡充を図るとともに事務改善に努めた。

また、公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成17年3月31日法律第18号）の趣旨を踏まえ、総合評価落札方式による入札を、予定価格2億円以上のプラント設備工事を対象として、19件実施した。更に、随意契約とする場合の透明性を確保する｢参加意思確認型契約方式」による契約を3件実施した。

　ウ．設　計（設備）
　　　電気設備における「機器標準仕様書」の改訂、並びに下水道設備工事における設計書構成の統一を図るために「モデル設計書」の作成を行った。

　エ．積　算（設備）
　　　設備工事の積算基準の改訂を行うとともに、設計単価を適正に算出するために汎用機器のメーカー販売価格の調査を実施し、全事務所に配布した。また、各事務所で必要となる機器単価については、メーカーから見積りを一括して徴収し、通知単価を作成し通知した。

　オ．技術研修（設備）
　　　設備に関する基礎研修（設備設計積算研修等）、専門研修（都市整備部副主査選考研修、産業界における設備に関する研修等）及び派遣研修（各種協会への短期派遣研修、国土交通大学校への長期派遣研修）を実施した。
　カ．土木事務所等の設備関連事業の建設及び維持管理にかかる業務支援

　　　土木事務所等の設備関連事業の効率的な執行のため、設備マネジメント会議を実施し、164件の設備関連事業の設計、積算及び施工管理の業務支援を実施するとともに、土木事務所所管設備の維持管理についてもアドバイスを行った。
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